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(57)【要約】
【課題】既存住宅内に地下室を安価で効率的に構築する
方法を提供する。
【解決手段】既存住宅内に掘削手段、残土排出手段を設
け、既存のベースコンクリートをはつり撤去し、既存住
宅内に先行刃付躯体ケーソンを形成しこの躯体ケーソン
の内部下面を掘削することによって先行刃付き躯体ケー
ソンを所定の位置までケーソンを自重沈下させ、沈下後
底面を整地し耐圧盤コンクリートおよび地下室上部に梁
を形成することにより地下室を構築する。
【選択図】　図1
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
既存住宅内に地下室を作る際該既存住宅内に地下室の外周壁躯体を構成するケーソンを配
置し該ケーソンの内側下部を掘削して該ケーソンを自重で所定の設置深さまで沈下させて
地下室を構築する工法であって
Ａ）乃至Ｃ）から構成される第1工程
Ａ）小型掘削機または掘削道具の既存住宅内の地下室構築場所への搬入
Ｂ）既存ベースコンクリートのはつり撤去
Ｃ）先行刃設置、鋼製フレーム、型枠組み立てコンクリートミルク充填
Ｄ）乃至Ｈ）から構成される第２工程
Ｄ）先行刃付きケーソン壁形成
Ｅ）排残土手段設置
Ｆ）掘削にてケーソン所定位置まで自重沈下
Ｇ）底面整地
Ｈ）小型掘削機または掘削道具搬出
Ｉ）から構成される第３工程
Ｉ）底面にコンクリート施工
の３工程から構成された既存住宅内地下室構築方法
【請求項２】
前記第３工程において鉄筋コンクリート地下室壁上部梁を形成することを特徴とする特許
請求範囲第1項記載の既存住宅内地下室構築方法
【請求項３】
前記第２工程の前記Ｂ）の既存ベースコンクリートのはつり撤去の際、既存の鉄筋を鉄筋
径４０倍以上残し前記鉄筋コンクリート地下室壁上部梁形成の際前記既存鉄筋径の４０倍
以上残した鉄筋を利用することを特徴とする特許請求範囲第２項記載の既存住宅内地下室
構築方法
【請求項４】
現場の状態によって必要に応じて前記Ｃ)のはつり撤去後地面を地下室面積より４０％か
ら１５０％の範囲の面積で深さ３００～１０００ｍｍ先行堀を行うことを特徴とする特許
請求範囲第1項乃至３記載の既存住宅内地下室構築方法
【請求項５】
前記先行堀は２段階になっていることを特徴する特許請求範囲第1項乃至４記載の既存住
宅内地下室構築方法
【請求項６】
前記ケーソン壁形成後該ケーソン壁外周部保護層形成することを特徴とする特許請求範囲
第1項乃至５項記載の既存住宅内地下室構築方法
【請求項７】
前記排残土手段設置はベルトコンベアであることを特徴とする特許請求範囲第1項乃至６
５項記載の既存住宅内地下室構築方法
【請求項８】
前記底地整地は底地転圧であることを特徴とする特許請求範囲第1項乃至７項記載の既存
住宅内地下室構築方法
【請求項９】
外周部近傍及び底部に捨てコンクリート打ちすることを特徴とする特許請求範囲第1項乃
至８項記載の既存住宅内地下室構築方法
【請求項１０】
底地整地後あるいは底面コンクリート打ち後床面防水加工を行うことを特徴とする特許請
求範囲第1項乃至９項記載の既存住宅内地下室構築方法
【請求項１１】
第２工程において必要に応じてケーソン外周部に骨材盛り上げたことを特徴とする特許請
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求範囲第1項乃至１０項記載の既存住宅内地下室構築方法
【請求項１２】
前記第３工程Ｉ）底面にコンクリート施工は鉄筋コンクリート耐圧盤施工であることを特
徴とする特許請求範囲第1項乃至１１項記載の既存住宅内地下室構築方法
【請求項１３】
床面が存在する場合第1工程においてまず床面撤去を行うことを特徴とする特許請求範囲
第1項乃至１２項記載の既存住宅内地下室構築方法
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、既存住宅内で構築される地下室を構築する方法に関し、さらにはケーソン（周
壁）を、地下室用ケーソン（周壁）で囲まれた地面を掘削して地下に自重で沈設させる際
の地下室自重沈下ケーソンの工法に関する。
【背景技術】
【０００２】
従来より地下室，地下貯水槽などからなる地下構造物を地下に構築する施工に、いわゆる
潜函工法といわれる工法がある。潜函工法は、地上で構築した地下構造物用ケーソン（周
壁）を地下に沈設する工法であり、水中に地下構造物を沈めて行なう工法と、地下構造物
用ケーソン（周壁）で囲まれた内側の地面を掘削しながら地下構造物用ケーソン（周壁）
をその自重によって徐々に地下までに沈下させて行なう方法とがある。後者の方法におい
ては、下部に先行刃が設けられたケーソン躯体構造（内側に底を有していない周枠形状）
のオープン型によって行なわれる。
【０００３】
多くのオープン型のケーソンは、地下構造物用ケーソン（周壁）が設けられその後、ケー
ソンを地下に沈設させる、いわゆる潜函工法が行なわれる。このため、地下構造物の基盤
は、地下構造物用ケーソン（周壁）を地下に沈設させた後に、施工される。オープン型の
ケーソンを潜函工法によって地下に沈設させる施工では、こういったケーソンの製作が地
上で行なわれるため、地下で地下構造物そのものを構築する場合と比較して、土壌壁面の
崩壊が無く、作業の負担が大幅に軽減され、期間が短縮され、コストが抑えられるなど、
様々な利点がある。
【０００４】
例えば特許文献１では「この発明にかかる地下構造物の構築方法は、地盤面でコンクリー
ト型枠にコンクリートを打設してコンクリート周壁を構築したあと、コンクリート周壁か
らコンクリート型枠を撤去した状態で、コンクリート周壁の内側空間における地盤の掘削
を行ってコンクリート周壁を沈下させる。コンクリート型枠が存在しない状態のコンクリ
ート周壁を沈下させるので、コンクリート周壁の取り扱いが容易である。」と書かれてい
る。
【特許文献１】特開２００１－３２３４３５
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
しかしながら特許文献１の方法は狭い土地面積等では有効であるがあくまで外での施工法
である。本発明は従来難しかった既にある既存住宅内での地下室を安価にかつ容易に構築
すると時の問題を解消し既存住宅内に地下室を安価でかつ容易に構築する方法を提供する
ことである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
本発明者らは上記の課題を解決するため鋭意研究を行い次のような手法をとった。すなわ
ち既存住宅内に地下室を作る際既存住宅内に地下室の外周壁躯体を構成するケーソンを配
置しこのケーソンの内側下部を掘削してケーソンを自重で所定の設置深さまで沈下させて
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地下室を構築する工法を取る場合に以下の３つの工程から行う。
第１工程は
Ａ）小型掘削機または掘削道具の既存住宅内の地下室構築場所への搬入、すなわち既存住
宅内で地面を掘削するためのミニユンボなどの小型掘削機またはスコップ、つるはし等の
掘削道具を搬入する。
Ｂ）既存ベースコンクリートのはつり撤去、既存住宅内の既存ベースコンクリートのはつ
り撤去を行う。
Ｃ）先行刃設置、鋼製フレーム、型枠組み立てコンクリートミルク充填、すなわち自重沈
下式ケーソンを構成するための準備で先行刃を設置し、鋼製フレーム、型枠組み立ててコ
ンクリートミルクを充填し先行刃付きケーソン壁形成の準備を行う。
【０００７】
第２工程は
Ｄ）先行刃付きケーソン壁形成、すなわち第１工程Ｄ)で準備した先行刃付きケーソン壁
形成する。
Ｅ）排残土手段設置、ケーソン壁内部から下部を掘削する際の残土を排出する手段を設け
る。
Ｆ）掘削にてケーソン所定位置まで自重沈下、すなわち掘削機または掘削道具で掘削する
ことにより先行刃を介してケーソンが自重沈下していくがこの沈下を所定の位置まで行う
Ｇ）底面整地、所定位置までケーソンが沈下した時底地の整地を行う
Ｈ）小型掘削機または掘削道具搬出、ケーゾン自重沈下させるために掘削してきた小型掘
削機または掘削道具搬出を行う。
第３工程は
Ｉ）底面コンクリート施工、所定の位置までケーソンを自重沈下させた後底地にコンクリ
ート施工を行う。Ｃ）の既存ベースコンクリートのはつり撤去の際に既存の鉄筋を鉄筋の
径の４０倍以上残した鉄筋を利用し地下室壁上部梁形成、第１工程Ｃ）で既存ベースコン
クリートのはつり撤去の際に残した既存の鉄筋を鉄筋の径の４０倍以上残した鉄筋を利用
し地下室壁上部梁を形成する
【０００８】
第３工程において必要に応じて鉄筋コンクリート地下室壁上部梁を形成する。この際第１
工程のＢ）の既存ベースコンクリートのはつり撤去の際、既存の鉄筋を鉄筋径の４０倍以
上残し前述の鉄筋コンクリート地下室壁上部梁形成の際この既存の鉄筋径の４０倍以上残
した鉄筋を利用することにより既存住宅のベース部と強力に接合された地下室上部梁とな
る。
【０００９】
現場の状態によって必要に応じての第1工程Ｃ）の既存ベースコンクリートはつり撤去後
地面を地下室面積より４０％から１５０％の範囲の面積で先行堀を行えばよい。地下室面
積の１５０％以上だと既設の基礎の撤去が大変であり、４０％以下であると掘削機の作業
範囲が狭いので掘削作業に不都合が生じる。また先行堀をしない場合もあるが施工条件に
よって作業容易にするため先行堀が必要な場合もある。
【００１０】
先行堀を行う場合の深さは３００～１０００ｍｍの範囲で現場の状況によって行えばよい
。先行堀をしない場合もあるが施工条件によって作業容易にするため先行堀をすることが
ある。ここで崩れやすい地盤では３００ｍｍ、崩れにくい地盤では１０００ｍｍが適当で
ある。さらに先行堀は第１段階と第２段階に分かれており第１段階は第２段階より広く先
行堀をおこなえばよく、第１段階の先行掘りの部分に先行刃等を設置すればよい。
【００１１】
ケーソン壁形成後該ケーソン壁外周部保護層形成すればよい。ここでの保護層は必要に応
じて、防水層の吹き付け、あるいは貼り付け、あるいは発泡スチロール層であったりする
。Ｆ）の排残土手段設置は必要に応じてベルトコンベアを設置すればよい。
【００１２】
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Ｈ）の底面整地は必要に応じてランマ等で底地転圧すればよい。特に地盤面の地耐力が弱
い場合には栗石等を並べ転圧すればよい。Ｈ）の底面整地後に掘削した底面に必要に応じ
て外周部近傍も含めて捨てコンクリート打ちをすればよい。Ｈ）の底面整地後あるいは底
面コンクリート打ち後に床面の防水加工処理を行えばよい。
【００１３】
第２工程において必要に応じて外周部骨材盛り上げ、ケーソンの外周部に骨材の盛り上げ
を行い、ケーソンが自重沈下していく際に先行刃際外周部が形成していく地面の壁面とケ
ーソン外周部の間に骨材が流れ込み摩擦を減じるようする。
【００１４】
第３工程Ｉ）底面にコンクリート施工は鉄筋コンクリート耐圧盤施工、すなわち底部に耐
圧盤鉄筋コンクリート施工を行う。また既存住宅内地下室接地場所の床面が存在する場合
には第1工程でこの床面を撤去する。
【発明の効果】
【００１５】
本発明によれば既存住宅内に地下室を作る際既存住宅内に地下室の外周壁躯体を構成する
ケーソンを配置しこのケーソンの内側下部を掘削してケーソンを自重で所定の設置深さま
で沈下させて地下室を構築する際に従来容易にできなかった既存住宅内に地下室を構築す
ることが容易にかつ安価に可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
以下に本発明を実施するための最良の形態例について図に基づいて詳細に説明していく。
【００１７】
図1に既存住宅内に地下室を作る際のフローを示し、第２図は地下室構築のためのケーソ
ン構築の準備の断面図、図３は既存住宅の１階部分と地下室構築用ケーソンを説明する図
で、第５図は既存住宅の１階部分とケーソン工法で構築した地下室を示している。第1工
程Ｓ１１は床面がある場合に既存住宅内の地下室設置場所の床を撤去であり、図２の３で
示した。Ｓ１２はＡ）小型ユンボ等の掘削機あるいは掘削道具の既存住宅内地下室設置場
所への搬入である。Ｓ１３はＢ）既存ベースコンクリートのはつり撤去であり、図２の４
で表しており、残っている既存ベースコンクリートは８である。ここで必要に応じて既存
ベースコンクリートの中の鉄筋を鉄筋の径の４０倍以上残しておくと後の地下室上部梁に
強度の点で有利となるがその様子を図２の５で示した。Ｓ１４はＣ）先行刃、鋼製フレー
ム、型枠を組み立ててコンクリートミルクを充填しケーソンの準備をする皇帝である。図
２の１は先行刃を示している。
【００１８】
ここで現場の状況によって先行堀をすることがあるが本実施例では２段階の先行堀りの場
合を示している。図２の６が第１段階の先行堀りでありこの部分に１の先行刃を設置し鋼
製フレーム、型枠を組み立てればよい。図２の７が第２段階の先行堀りでありこのそこの
部分に搬入した小型ユンボ等の掘削機あるいは掘削道具を設置し掘削をしていけばよい。
言うまでも無いが先行堀りも小型ユンボ等の掘削機あるいは掘削道具を用いればよい。
【００１９】
次に第２工程について説明するがＳ２１はＤ）先行刃付ケーソン壁形成であり第１工程Ｓ
１４で準備したコンクリートミルクが固まりケーソン壁となっている。その様子を図３の
１０で示した。ここで必要に応じて防水などを目的としたケーソン壁外周保護層を設けれ
ばよいがその様子は図３の１１に示した。Ｓ２２はＥ）の排残土手段を設ければよい。小
型ユンボ等の掘削機あるいは掘削道具を使って掘削するわけであるがここで残土が出る。
これを外に排出する必要があるがベルトコンベアを設置して残土を排出してもよい。その
様子を図４の１２に示した。
【００２０】
Ｓ２３はＦ）掘削にて先行刃付ケーソンを所定位置まで沈下させる。その状態が図５であ
る。Ｓ２４はＧ）底地整地である。図５の１５が底地であり必要に応じて栗石等を敷き詰



(6) JP 2011-241608 A 2011.12.1

10

20

30

40

50

めランマ等を使い転圧を行えばよい。その後図５の１３の部分に捨てコンクリート施工を
行い、同じく図５の１４に示すようにエンビシートで防水処理すれば効果的である。Ｓ２
５はＨ）掘削が終了しているので小型ユンボ等の掘削機あるいは掘削道具は必要なくなっ
たため搬出すればよい。
【００２１】
次に第３工程について説明するがＳ３１はＩ）底面コンクリート施工でありここでは鉄筋
コンクリート耐圧盤施工を行なっている。同時に地下室上部梁を施工してもよく、前述の
既存ベースコンクリートの中の鉄筋を鉄筋の径の４０倍以上残した部分を活用し地下室上
部梁を施工すれば既存の住宅の既存ベースコンクリートとの接合強度があがり住宅として
の強度があがる。
【００２２】
次に第２工程において掘削によりケーソンがスムーズに自重沈下するためにケーソン外周
部に骨材（砂等）を盛り上げると摩擦が減り目的が達成されるがその様子を図６に示した
。図６では沈下していく時の様子を示しており１７の位置にあった先行刃は１の位置まで
沈下する。ここで２は地盤、１０はケーソン壁、１１はケーソン外周部保護層、１９は先
行刃最外周部による掘削面であり２０は骨材層である。この２０の骨材層の存在により摩
擦が低減しスムーズにケーソンが自重沈下する。２１は先行刃最外周部を通る鉛直線であ
る。２２の位置にあった先行刃は１の位置まで沈下する動きを２３で表しており沈下によ
って先行刃外周部が作る掘削面とケーソン外周部保護層の間に２４で示すように新たな骨
材が流れ込み沈下しても摩擦が特に大きくなることは無くスムーズに先行刃付ケーソンが
自重沈下していく。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】既存住宅内に地下室を作る際のフロー
【図２】地下室構築のためのケーソン構築の準備の断面図
【図３】既存住宅の１階部分と地下室構築用ケーソン
【図４】ベルトコンベアー設置
【図５】既存住宅の１階部分とケーソン工法で構築した地下室
【図６】ケーソン外周部に骨材（砂等）を盛り上げの効果
【符号の説明】
【００２４】
Ｓ１１　既存住宅地下室設置場所床面撤去
Ｓ１２　小型掘削機、掘削道具の既存住宅内への搬入
Ｓ１３　既存ベースコンクリートのはつり撤去
Ｓ１４　先行刃、鋼製フレーム、型枠組立コンクリートミルク充填
Ｓ２１　先行刃付ケーソン壁形成
Ｓ２２　排残土手段設置
Ｓ２３　掘削にてケーソン所定位置まで自重沈下
Ｓ２４　底地整地
Ｓ２５　小型掘削機、掘削道具搬出
Ｓ３１　底面コンクリート施工
１　　　先行刃　
２　　　地盤　
３　　　床撤去したところ　
４　　　既存ベースコンクリートはつり
５　　　既存の鉄筋を残してある様子　（鉄筋径の40倍以上の長さ）
６　　　先行堀（１）　第１段階
７　　　先行堀（２）　第２段階
８　　　既存ベースコンクリート残した部分
９　　　既存住宅壁
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１０　　ケーソン壁　
１１　　ケーソン壁外周部保護層
１２　　ベルトコンベアー
１３　　捨てコンクリート　
１４　　防水処理（エンビシート）
１５　　底面　必要に応じて栗石等を敷く　
１６　　鉄筋コンクリート耐圧盤　
１７　　地下室上部梁
１８　　既存の鉄筋を活かした地下室上部梁鉄筋
１９　　掘削面
２０　　骨材（砂等）　
２１　　先行刃最外周部を通る鉛直線　
２２　　先行刃の一定沈下の前の位置
２３　　ケーソンと先行刃の動き　
２４　　骨材の動き

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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